[bookmark: _Toc52874855]卸売市場を取り巻く環境について
近年、卸売市場を含めた食品流通を取り巻く環境は、人口減少や単身世帯の増加、食料品の消費量減少や物流業界の働き方改革といった社会経済情勢の変化や、卸売市場経由率の低下、食料品購入先の多様化、EC販売の台頭、直売・産地直送による取引形態の多様化、生産者の高齢化や資源量減少等による食品流通構造や生産者・消費者の動向の変化によって、大きく環境が変化してきている。
卸売市場法が改正され、開設条件や取引ルール等の規制緩和が進む中、生鮮食料品等を消費者に円滑かつ安定的に供給するという食の「社会インフラ」を担うべき卸売市場について、社会経済情勢や食品流通構造に関する各種統計情報を整理した後、市場法改正の影響と大阪府にとっての卸売市場の公益性についての考え方を取りまとめる。

[bookmark: _Toc52874856]社会経済情勢や食品流通構造の変化
社会経済情勢の変化
ア）大阪府における人口推移について
大阪府における今後の将来予測を含めた人口推移を図 1に示す。大阪府の人口は2010年をピークとして減少期に突入しており、2015年からは30年間で136万人の急激な減少（-15.4％）が見込まれ、2065年には600万人程度まで減少すると推定されている。そのため、人口推移からみると、食料品全体の消費量が伸びていく可能性は低いと考えられる。
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[bookmark: _Ref49454255]図 1　大阪府の人口推移
出典：大阪府政策企画部企画室計画課「大阪府の将来推計人口について」（H30.8）

イ）世帯構造の変化について
単身世帯数及び総世帯数に占める単身世帯の割合の推移と世帯別の食料支出割合を図 2に示す。単身世帯数は増加傾向で、総世帯数に占める割合も増加しその3分の1を占める程度まで増えてきている。
さらに、世帯ごとの食料支出割合をみると、加工食品の支出割合に大きな差はないが、生鮮食品と外食の支出に差が生じており、単身世帯では生鮮食品が19.5％と外食よりも割合が低くなっている。単身世帯が増加していることからも、今後は生鮮食品より外食への食料支出額が増加していくことが推察される。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、今後新たな生活様式へと移行していく中、内食需要が伸びていくことで生鮮食品の消費が増え、外食の需要が低下してくことも予測される。本市場は指定管理者が実施している市場取扱品流通状況調査の結果より、販売先の8割近くが小売業であるため、恩恵を受ける可能性があるが、どのような影響が出るか、いつまでその影響が続くか予測できない部分があり、今後の社会経済情勢の変化として注視していく必要がある。

【単身世帯数及び総世帯数に占める単身世帯の割合の推移】
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[image: ]【世帯別の食料支出割合】
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[bookmark: _Ref49445145]図 2　（上）単身世帯数及び総世帯数に占める単身世帯の割合の推移
（下）世帯別の食料支出割合
出典：農林水産省「卸売市場を含めた流通構造について」（H29.12）
資料：総務省｢国勢調査｣、「家計調査」より作成

ウ）食料品の消費量推移について
食料品の消費量推移を把握するため、平成15年を基準とした際の国民一人当たりの供給熱量の割合の変化を表 1に示す。特に魚介類は15年間で30％程度も消費量が減少している一方、肉類・鶏卵は消費が伸びている状況である。消費量全体をみても、この15年間で6％減少しており、高齢化も伴い一人当たりの消費量が落ちている傾向がみられる。

[bookmark: _Ref50049982]表 1　平成15年を基準とした際の国民一人当たりの供給熱量の割合の推移
	類別
	H15
	H20
	H25
	H30

	穀類
	100%
	96%
	95%
	92%

	いも類
	100%
	99%
	99%
	98%

	野菜
	100%
	98%
	95%
	95%

	果実
	100%
	101%
	98%
	98%

	魚介類
	100%
	95%
	74%
	71%

	肉類
	100%
	101%
	105%
	116%

	鶏卵
	100%
	101%
	101%
	104%

	その他
	100%
	94%
	92%
	94%

	合計
	100%
	96%
	94%
	94%













資料：農林水産省｢食料需給表｣より流通研究所作成



エ）生鮮・加工・外食の割合について
生鮮・加工・外食の割合を示す飲食料の最終消費額の推移を図 3に示す。
最終消費額の割合で行くと、加工品が50.5％と半数以上を占め、次いで外食が32.6％、生鮮品が16.9％という結果であった。
過去30年間の推移をみると、生鮮品は減少傾向で、加工品や外食の割合は増加傾向にあった。加工品原料の多くが産地との直接取引により調達されることから、国民の加工品への消費依存が卸売市場の取引量を減少させた一つの要因であると考えられるが、近年生鮮品の減少・加工品の増加傾向には歯止めが掛かっており（平成12年から27年までの15年間でそれぞれ1%程度の増減）、卸売市場の取引量もこれに合わせて推移することが考えられる。
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[bookmark: _Ref48155564]図 3　飲食料の最終消費額の推移
資料：農林水産省「平成27年農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表」より流通研究所作成



オ）食料自給率について
日本の食料消費量に対する国内生産量の割合を示す食料自給率を図 4に示す。
平成30年の統計値では、供給熱量ベースの国産生産率が46%、野菜で78%、果実で38%、魚介類で59%と、昭和40年と比較して、供給熱量ベースの国産生産率で30%、野菜で32%、果実で22%、魚介類で52%それぞれ自給率が低下している。
日本の食料自給率は主要先進国のなかでも最低の水準であり、輸入品に依存することは、戦争や感染症といった海外情勢に左右してしまう恐れがあり、今後、世界的な人口増加や開発途上国の経済発展、地球環境の悪化などで世界の食料が不足すると懸念されている中、自給率が低いことで社会活動の根幹を担う食の安定・安全供給が、脅かされる可能性があり、国内自給率の維持・向上が求められている。（農林水産省は令和12年までに野菜で13.1%、果実で8.1%、魚介類で29.3%増を目標としている。）
輸入品については、商社経由で流通するケースが多いものと考えらえるが、国産品は卸売市場への依存率が高いことから、国策である食料自給率を向上させるためには、卸売市場の機能強化が必要であると考えられる。
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[bookmark: _Ref48063830]図 4　食料自給率の推移
資料：農林水産省｢食料需給表｣より流通研究所作成



カ）物流構造の変化について
近年の物流構造の変化について、1件あたりの貨物量の推移と物流件数の推移を図 5に示す。1回の運送で運ばれる貨物の重量は減少から横ばいに転じているが、平均で1トン未満であり、小口化は進んでいる。また、0.1トン未満の貨物輸送量が割合・件数ともに近年大きく増加していて、多頻度化していることが課題となっている。年々、燃料費や人件費の高騰により輸送コストはさらに増大し、労働力不足も顕在化しているため、荷物を集約し積載率を向上させ、出来る限り大型車での効率的な運搬が今後求められていく。
国土交通省はその対策として、物流総合効率化法（平成28年10月施行）により図 6に示すような、輸送、保管、荷さばき及び流通加工といった流通業務を一体的に実施し、「輸送網の集約」、「モーダルシフト」、「輸配送の共同化」を推進している。特定流通業務施設に卸売市場も含まれており、大臣認定されることで法人税等の税制特例や、事業許可の一括取得等の支援措置を受けることが可能となった。
また、先の法制では荷主都合の30分以上の待機時間は乗務記録記載の対象となり、厳格に管理される。荷待ちに対する対価を「待機時間料」として規定しており、物流費を負担する産地側への負担となってしまうため、市場間競争において荷待ち時間・荷受作業の効率化は、出荷先の市場を選ぶひとつの要因となっていくと考えられる。
市場に関わる流通においても、この流通構造の変化を捉え、効率化・集約化された輸送網を組める物流に特化したハブ市場化、あるいは配送センター機能を強化し、一括納品等を実現する等、今後の物流効率化に対応可能な機能強化・施設整備が求められる。
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[bookmark: _Ref48664331]図 5　（左）貨物一件あたりの貨物量の推移
（右）物流件数の推移（貨物一件あたりの貨物量別）
出典：国土交通省「物流を取り巻く現状について」（H29.2）
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[bookmark: _Ref48664339]図 6　物流総合効率化事業例
出典：国土交通省「物流を取り巻く現状について」（H30.10）




食品流通構造の変化
ア）市場経由率について
市場取引の現状として、国内の卸売市場経由率を図 7に示す。ピーク時と比較して直近（平成28年）の割合の推移は、青果が87.1%から56.7%（-30.4%）、水産物が86.0%から52.0%（-34.0%）と減少傾向にある。国産青果については93.2%から79.5%（13.7%）と、いまだ80%近い産品が市場取引によって流通しており、国内産地にとって卸売市場は、産品を販売する上で必要不可欠な存在となっている。
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[bookmark: _Ref48063600][bookmark: _Ref48063588]図 7　卸売市場経由率の推移（重量ベース、推計）
出典：農林水産省「卸売市場をめぐる情勢について」（R01.08）
資料：農林水産省｢食料需給表｣、「青果物卸売市場調査報告」等により推計
注：卸売市場経由率は、国内で流通した加工品を含む国産及び輸入の青果、水産物等のうち、卸売市場（水産物についてはいわゆる産地市場の取扱量は除く。）を経由したものの数量割合の推計値。

イ）食料品の購入先割合について
一般消費者の食料品購入割合（外食は含まない）について、購入先別の生鮮食品・果物・魚介類の割合を表 2に示す。
生鮮野菜や魚介類の購入割合は、スーパーで7割を超えており、果実でも6割近くと、消費者にとってスーパーが圧倒的な購買チャネルになっていると言える。また、どの分類についても、2009年と比較してスーパーでの購入割合が増えており、市場関係者の見解によれば、この傾向は近年さらに加速しているという。
一方、インターネットを含む通信販売はいずれの分類でも数%と限定的で、直売所での購入を含むその他の割合については、果物で10%程度あるものの、生鮮野菜や魚介類は3%程度にとどまっている。


[bookmark: _Ref48079452]表 2　購入先別食料支出割合の推移
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資料：総務省統計局「平成21年全国消費実態調査結果」
　　　総務省統計局「平成26年全国消費実態調査結果」より流通研究所作成


ウ）小売業の仕入先別仕入金額割合について
スーパーや専門小売店など小売業者の仕入れ先別の仕入金額割合について表 3に示す。
青果物、水産物共に小売業で扱う調査対象品の80%以上を卸売市場から仕入れており、その割合も過去と比較して数%増加している。これは、小売業では商品調達先として、未だ卸売市場が必要不可欠な存在になっていることを示している。

[bookmark: _Ref48079470][image: ]表 3　小売業の仕入先別仕入金額割合の推移










資料：農林水産省「食品流通段階別価格形成調査（平成29年度）」
　　　農林水産省「平成18年食品流通構造調査（青果物調査）」
　　　農林水産省「平成16年食品流通構造調査（水産物調査）」より流通研究所作成
注：青果物について、2017年の対象品目は16品目、2006年は24品目
水産物について、2017年の対象品目は10品目、2004年は17品目


[bookmark: _Toc52874857]市場法改正の影響について
市場法改正の概要について
令和2年6月21日に施行された卸売市場法の改正について、市場法改正のポイント、取引ルールの各市場の状況、遵守すべき取引ルールについて、以下に示すとおり整理する。

表 4　市場法改正のポイント
	市場法改正の項目
	項目別の内容

	開設に関する規制緩和
	食品流通拠点への転換
	卸売市場を食品流通という大枠の視点で捉え、市場外流通など他の流通チャネルに対し優位性を発揮すべき拠点と位置づけた

	
	開設者の民間事業への開放
	中央卸売市場は都道府県や政令都市が開設者になることが前提であったが、民間事業者でも開設者になることができるようになった

	
	開設区域の廃止
	農水大臣が指定する開設区域が廃止されたことで、より広い商圏を対象とした生鮮品の供給ビジネスが公認された

	
	国の関与の減少
	中央卸売市場の開設は、農水大臣の認可制から認定制へ変更され、卸売業者が国から営業許可や指導・監督を受ける規定は削除された

	取引ルールに関する規制緩和
	第三者販売の自由化
	卸売業者は、その市場の仲卸業者や売買参加者以外への販売は原則として禁止されていたが、小売店等と直接取引ができるようになった

	
	商物分離の自由化
	取引される産品は市場を経由して物流する商物一致が原則だったが、卸売業者等が産地から小売店等へ直送することが可能となった

	
	直荷引きの自由化
	仲卸業者は、その市場の卸売業者以外からの調達は原則として禁止されていたが、全国の産地から直接仕入れることが可能になった

	
	自己買受けの自由化
	卸売業者は、産地の産品を委託販売することを原則としてきたが、自ら買受け在庫を自社保有することができるようになった。

	
	取引ルールは各市場で決定
	第三者販売、商物分離、直荷引き、自己買受け等の取引ルールは、市場の特徴や実態に併せ、各市場で決めることができるようになった




表 5　取引ルールに関する各市場の状況
	主な開設者
	第三者販売
	商物分離
	直荷引き

	東京都、金沢市、大阪市、広島市、高松市、福岡市
	原則自由化
事後報告制
	原則自由化
事後報告制
	原則自由化
事後報告制

	青森市、福井市、京都市、奈良県
	原則禁止・例外規定を基本維持
	原則自由化
	原則禁止・例外規定を基本維持

	札幌市
	原則禁止・例外規定を基本維持
	原則禁止・例外規定を
基本維持
	原則禁止・例外規定を基本維持

	岐阜市、岡山市
	完全自由化
	完全自由化
	原則自由化
事後報告制

	横浜市
	原則禁止
相対取引事業者新設
	事後報告制
市場外保管所設置届出制
	事後報告制

	仙台市
	条例から削除し施行規則で規定（原則禁止・例外規定を拡充）
	自由化
指定保管場所のみ事前届出制
	条例から削除し施行規則で規定（原則禁止・例外規定を拡充）

	名古屋市
	条例から削除し施行規則で規定
（事後報告制）
	条例から削除し施行規則で規定
（事後報告制）
	条例から削除し施行規則で規定
（事後報告制）

	大阪府
	原則自由化
事後届出制
	原則自由化
事後報告制
	原則自由化
事後届出制

























表 6　遵守すべき取引ルール
	ア）差別的取り扱いの禁止
イ）受託拒否の禁止
ウ）売買の取引方法の公表
エ）取引条件の公表
オ）取引結果の公表
カ）代金決済ルールの策定・公表





市場法改正の影響について
市場法改正のポイントを整理すると、開設に関する規制緩和項目と取引ルールに関する規制緩和項目に区分できる。
前者は、食品流通拠点への転換、開設者の民間事業への開放、開設区域の廃止、国の関与の減少等の項目に整理でき、国による一律的な規制を緩和し、開設自治体への権限移譲による地域特性に応じた独自の施策と民間活力の活用を狙いとしている。
後者は、第三者販売の自由化、商物分離の自由化、直荷引きの自由化、自己買受けの自由化等の項目に整理でき、流通構造の変化を踏まえ市場取引に係る各種の規制を緩和し、取引ルールは各市場の裁量に委ねることで、各市場の競争力を強化することを狙いとしている。
一方、市場法改正後も遵守すべき取引ルールとして、差別的取り扱いの禁止、受託拒否の禁止、売買の取引方法の公表、取引条件の公表、及び代金決済ルールの策定・公表等の項目が引き続き示されている。これらのルールは、適正な取引により産地と消費地をつなぐ流通拠点として生鮮品の安定供給の役割を果たすことで、生産者を保護・育成し、消費者の食を守るという市場が持つ公益性を国策として確保したことに他ならない。
以上のとおり、市場法改正の趣旨は、社会・経済情勢が変化する中で、卸売市場が持つ公益性は確保しつつ、規制緩和により競争力を強化し、生鮮品の持続的かつ効率的な流通システムと公共インフラを再構築することにあると言える。
このように、改正市場法においても、卸売市場（特に中央卸売市場）は公共性が高い社会インフラとして位置付けられている。その一方で、国の規制による全国一律的な開設・運営方式から、各自治体・市場への権限移譲による自由度の高い開設・運営方式への転換期にあることから、経験やノウハウが不足する各自治体・市場が今後の市場の方針について暗中模索の状態に陥っていることが、市場法改正の最大の影響であると分析できる。特に、多くの中央卸売市場において、施設の老朽化が進行し、再整備の局面を迎えている中で、卸売市場法改正に伴い、卸売市場の機能強化のあり方、民間資金活用の可能性、市場競争力強化に向けた取引ルールの運用等が検討課題になっている。



市場法改正による流通の変化と市場の対応策について
市場法が改正されて間がないことから、現在のところ、生鮮品の取引形態や卸売市場の取組みには大きな変化は見られない。
その上で、市場法改正により、今後短期的（概ね3年以内）／中長期的（概ね4年～10年後）に、変化する可能性があると考えられる生鮮品流通等の方向性と、それに対応するための卸売市場の方策について表 7に整理する。

[bookmark: _Ref48884027]表 7　流通の変化と卸売市場の対応策
	市場法改正の項目
	区分
	生鮮品流通等の変化
	卸売市場の対応策

	開設に関する規制緩和
	・食品流通拠点への転換
・開設者の民間事業への開放
・開設区域の廃止
・国の関与の減少
	短期
	· 他市場、市場外流通事業者、一般食料品卸等との競合激化

· 販売エリアの段階的な広域化の進展

· 取扱品目の段階的拡大（生鮮品＋加工品、青果物＋花き・米等）
	→流通の効率化、品質・衛生管理の高度化、情報通信技術の導入、国内外の需要への対応等の強化
→広域での販売機能（大量荷受け、保管、加工、配送等）の強化
→取扱品目拡大のためのハード・ソフト（保管・配送／仕入・販売先拡大等）の充実

	
	
	中長期
	· 農水基準にとらわれない施設機能・規模の設定
· 開設者の財政的・事務的負担増の懸念拡大
· 開設者裁量による整備・運営方針の決定が可能
	→開設者基準による施設整備の設計（独自の再整備計画の策定）
→市場会計ルールの見直し
→指定管理者制度等の拡大
→市場の統廃合の推進
→PPP等民間資本活用型の整備・運営方式の導入

	取引ルールに関する規制緩和
	・第三者販売の自由化
・商物分離の自由化
・直荷引きの自由化
・自己買受けの自由化
・取引ルールは各市場で決定
	短期
	· 卸売業者による場外小売店等への直接販売の段階的拡大
· 産地から小売店等への直送配送の段階的拡大
· 仲卸による産地からの直接仕入の段階的拡大
· 卸売業者の自己買受け、大量保管の段階的な拡大
· せり取引はさらに縮小し、相対取引が拡大
· 各市場で定めたルールに基づく取引の推進
	→広域化するスーパーへの納品対応力の強化

→産直品等高鮮度流通システムの構築

→これまで扱っていなかった小口注文（国内産地、輸入品）の仕入・販売の対応の強化
・契約的取引の拡大と保管機能の強化

→電子取引による業務のペーパレス化を推進
→取引ルールの遵守と情報公開の徹底

	
	
	中長期
	· 卸・仲卸業者が市場外での流通業務を拡大
· 卸・仲卸の役割分担がなくなり垣根が崩壊
· 卸・仲卸間の競合激化、仲卸売業者の淘汰が加速
· 機能・サービスに見合った委託手数料の自由化が加速
· 業界外も視野に入れた多品目化が進展
· 出荷奨励金・完納奨励金等商慣習の撤廃
· 「中抜き」による中間マージン圧縮で販売価格は段階的に低下
· 市場ごとの取引等の特色が顕著化
· 他市場等の競合が激化、産地・小売店の取引市場の絞り込み
	→取引ルールに基づき場内取引の活性化
→卸・仲卸の役割分担の再構築と連携強化
→各社の経営基盤を強化
→共同体組織への改組（経営統合含む）
→保管・加工・配送機能の強化と手数料の弾力化

→市場間・他業種連携による品揃えの強化
→新たな取引慣習の再構築

→流通・業務の効率化、機械化・情報化による運営コストの縮減
→産地・消費地の情報入手や需給調整のための情報化を推進
→顧客に対するマーケティング活動の（販売代行から商社への転換）強化
[bookmark: _Hlk48838317]→場内でのデータ標準化や情報連携基盤の構築、共通情報通信技術の導入拡大





市場法改正を踏まえた今後の卸売市場の方向性
前項で整理した流通の変化と市場の対応策の内容を踏まえ、市場法改正による今後の卸売市場の方向性について考察する。

ア）競合が激化する中での経営基盤の強化の必要性
市場法改正により規制緩和が進むが、これは、これまで国の関与のもと、全国一律の規模・機能や取引ルールのもとに整備・運営されていた卸売市場（特に中央卸売市場）が、各開設者や市場の裁量により、独自の市場づくりを可能にするものである。
一方、法改正により、卸売市場が食品流通の一部と位置付けられ、開設区域という概念もなくなるため、他市場、市場外事業者、あるいは一般の食品卸業者との競合が促進されることになる。
競合激化の中で、競争力を高めるためには、流通の効率化、品質・衛生管理の高度化、情報通信技術の導入、国内外の需要への対応等、市場全体の経営基盤の強化が必要不可欠であり、その対応の有無によって卸売市場の存続が左右されるものと考えられる。

イ）民間資本の活用も視野に入れた整備・運営方式導入の可能性
開設自治体の財政負担が年々増加し、取引量の減少により市場会計の収支が悪化する傾向がある中で、全国の多くの市場が老朽化しており、再整備の局面を迎えている。
市場法改正により、民間事業者でも開設者になれることになったことを踏まえ、民間資本の活用も視野に入れた整備・運営方式を導入する市場も将来的には登場するものと考えられる。
[bookmark: _Hlk48837782]今後は、市場が持つ公益性を確保するために、自治体が開設者となることを前提としつつ、従来型の公設公営方式、指定管理者制度等による公設民営方式、PFI等による民設公営方式、PPP等による民設民営方式のすべてを視野に入れて、全国で整備・運営方式の検討が進むものと考えられる。



ウ）マーケティング活動の強化の必要性
市場法改正により競合はさらに激化することが予想されるが、売り手市場から買い手市場へ転換して久しいにもかかわらず、これまでの卸売市場は、プロダクトアウトの視点で産地の販売代行業務を行ってきた面が強い。
市場法改正により卸売業者の自己買付が可能になり、第三者販売や直荷引きなど取引ルールの規制緩和が進む中で、小売店や飲食店が求める産品を求める形態に加工して効率的に配送する、または小口の特色あるオリジナル商品を供給するなど、マーケットインの視点に転換し、企画提案力を養い、マーケティング活動を強化していくことが求められる。
こうしたマーケティング力を持てるか持てないかによって、今後の各卸売市場の盛衰が決まるものと考えられる。

エ）共同事業体としての場内事業者の連携の必要性
市場法改正により取引ルールの自由化が進展すると、卸売業者と仲卸業者の垣根が低くなり、双方の競合に発展し、力のない仲卸業者は淘汰されることが予想されるが、これは、卸売市場全体の競争力を低下させ、取引量が減少し、共倒れをもたらす大きな原因となることが懸念される。
そこで、各市場で決めた取引ルールを遵守した運営を行うと共に、経営統合も視野に入れた共同事業体としての結束力・連携力を強化するとともに、例えば場内でのデータ標準化や情報連携基盤の構築や共通情報通信技術の導入を進めることで、市場全体の優位性や効率性を追求していくことが重要であると考えられる。
場内での業者間競争に陥るのか、共同事業体として市場全体の競争力を強化していくのかによって、今後の各卸売市場の将来像が決まるものと考えられる。



[bookmark: _Toc52874858]市場の公益性について
近年、消費者側の視点でいえば、生鮮品を購入して家庭で調理するこれまでの食生活から、共働き世帯の増加・高齢化社会の到来による手軽に食べることのできる加工品需要、ファーストフードを含めた外食の需要、あるいは産地直送やECサイトでの食料品購入と、食に対する選択肢が広がってきている。
しかし、流通構造の変化の中で、冷凍・加工品、あるいは輸入品や水産物でいうと養殖による商社系の食品供給が台頭しているものの、生鮮品については、川上である国内産地からの供給と、川下である消費者からの需要を安定してつなぐ存在は、卸売市場をおいて他にないと言える。それは、市場流通をとりまく近年の環境についての模式図を図 8に示すとおり、川上からの期待として、受託拒否がない、あるいは代金決済機能を有していること、川下からの期待として、一括発注が可能であり、安定した品揃えを発揮しているという点である。
市場の公益性を考える際には、消費者・生産者それぞれの視点が必要不可欠で、卸売市場は食の安定・安心・安全な流通は社会活動に欠かせない「社会インフラ」として果たすべき公益性が高いと考えられる。
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[bookmark: _Ref48159923]図 8　卸売市場を取り巻く流通環境

卸売市場を取り巻く流通環境の把握
ア）農産物直売所の人口一人当たりの年間購入金額
[bookmark: _Hlk48224064]青果における市場外流通の一つである農産物直売所の動向について、人口一人当たりの年間購入金額について図 9に示す。
農産物直売所での購入額が最も大きいのは高知県で年間33,897円、大阪府はその10分の1以下である2,303円に過ぎず、東京都に次ぎ2番目に直売所での購入金額が少ない状況である。
大阪府は、大都市であり近隣に産地・直売所が少ないことから、青果物については他県と比べスーパーでの購入割合が高いものと考えられる。
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[bookmark: _Ref48074726]図 9　人口一人当たりの農産物直売所での年間購入金額
資料：農林水産省「平成30年度６次産業化総合調査」
　　総務省統計局「人口推計」より流通研究所作成
注：各都道府県の農産物直売所の販売額をその人口で除して算出



イ）都道府県別の農水産物産出額と人口の関係について
日本国内の野菜・果実・水産物（海面漁業・養殖業）の各産出額に対する都道府県別の農水産物産出額の割合と人口の関係について図 10に示す。
人口の多い東京都や大阪府は農水産物の算出割合が低く、産地からの供給先になっている一方、北海道・東北や九州地方は農水産物産出額が大きい割に人口が少ないため供給元になっている構造が見られる。
産地においては、消費地との物流距離の短縮や物流コストの縮減等が重点的な取組み課題になっていることからもわかるように、国内における産地と大消費地は分散しており、産地市場・消費地市場という日本独自の流通拠点とシステムが確立されてきた背景を垣間見ることができる。
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[bookmark: _Ref48069271]図 10　農水産物産出額と人口の割合
資料：農林水産省「平成30年度生産農業所得統計」「平成30年漁業産出額」
　　　総務省統計局「人口推計」より流通研究所作成



ウ）販売農家数と販売金額の関係について
経営規模を示す販売金額と生産者数の割合を図 11に示す。
日本の農水産業（特に農業）は一部の産地で大規模化が進み、産地の生産量が増すことで川中・川下への交渉力の向上や物流の効率化を実現しているが、生産者数との兼ね合いでみると、販売金額2,000万円を切る小規模な経営体が、販売農家及び組織経営体数で74%、海面漁業で64%と未だ大半を占めている状況である。
また、農林水産省の統計によれば、令和2年3月の農業協同組合数は1,736団体、平成31年3月の漁業協同組合数1,834団体となっており、生産者により構成される出荷団体の規模も小さく、全国に数多く点在しているという生産構造にある。
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[bookmark: _Ref48066054]図 11　生産者数と販売金額の関係
資料：農林水産省「農林業センサス2015」より流通研究所作成


エ）市場・直売流通に係る経費について
市場流通と直売流通にかかわる経費負担の試算結果を図 12に示す。
直売流通が成り立つのは生産者が直接自身で流通（直売所への持ち込み）させることで成り立っており、生産者が自ら市場外取引で直接小売店等に収める場合は集出荷団体経費＋卸売＋仲卸経費に当たる経費が削減される。ただし、生産者自ら販路開拓、出荷調整、配送、受発注、代金決済等の労力や経費等を負担する必要があることに加え、豊作で売れ残りが出た場合の廃棄コスト等も発生する。
したがって、市場流通よりも直売流通の方が、生産者所得が必ずしも高いとは言い切れないと考えられる。
直接契約する場合は物流調達＋営業・受発注＋代金決済経費等が発生
















[bookmark: _Ref48072763]図 12　農産物の流通形態による生産者受取価格等の違い（試算）
資料：農林水産省「生産者に有利な流通・加工構造の確立に向けて」（H28.03）に加筆


オ）日本と海外の卸売市場の比較
各国の流通構造の特徴から整理した市場の必要・不要な条件について表 8に整理する。
海外における卸売市場の状況を分析すると、米国・オランダのように卸売市場が存在しないものの、一定の法規制のもと公平な商取引を実現している例や、スペインや中国のように卸売市場が国の公共インフラとして位置づけられ、市場流通が生鮮品流通の動脈を担っている例など様々である。
各国の生産・消費構造を踏まえると、生産者と小売店の規模、生産者と消費者の距離、産地別の商品特性等によって左右されるものと考えられ、規模が小さいほど、距離が遠いほど、また産地特性が著しいほど、産地と消費地の中間流通を担う卸売市場の必要性は高まり、公共性が重視されるものと考えられる。一方、米国のように生産者が大規模化し大企業による小売店の寡占化が進んでいる国や、オランダのように輸入品への依存率が高く国内での生産品目が限られている国では卸売市場の必要性は低くなるものと考えられる。
その中で日本は、他国と比較し、生産者が小規模であり小売店の寡占化が緩やかで、生産者と消費者の距離は近いとは言えず、産地の産品特性が著しいという構造を持つことから、生鮮品の安定供給を通した生産者と消費者を守るための公共インフラとして、卸売市場は必要不可欠な存在であるものと考えられる。
一方で、海外ではバイヤー等の買出人からも施設入場料を徴収し、一般会計からの繰り出し無しで運営するなど、事業の本質を営利と捉えつつ公益性も担保できる仕組みづくりを進めており、第三セクターや民間企業参加型の市場が多いことから、日本においても、民間活力の更なる導入が今後の検討課題となるものと考えられる。

[bookmark: _Ref48164918][image: ]表 8　各国の流通構造の特徴から見る市場の必要性













出典：農畜産振興機構調査情報部
「米国のカット野菜などの生産・消費動向と契約取引状況」（H27.9）
農林中金総合研究所（農業金融）
「スペイン及びオランダの青果物流通・小売構造」（R1.9）
農林中金総合研究所（農業金融）「最近の卸売市場を取り巻く諸情勢」（H30.7）
農林中金総合研究所（農業金融）「フランスにおける農協の新たな展開」（H30.6）
農林中央総合研究所（農業金融）「中国の農産物卸売市場の現状」（H26.12）
日本大学　宮部和幸「オランダの青果物流通システムの変化」（平成19年）
韓国・天安外国語大学　王成宇「韓国における卸売市場の特長と問題点」（H15.9）
台湾・東海大学　王　良原「台湾における卸売市場流通の特長と問題点」(H15.9）
農畜産振興機構（海外情報）「韓国における野菜の生産・流通事情」（H22.5）
日本貿易振興機構「台湾におけるサービス産業基礎調査」（H23.3）

カ）量販店（スーパーマーケット）の寡占化率について
スーパーマーケット業界内の総売り上げシェアの割合を図 13に示す。1998年は上位10社で33％を占めているが、2017年はその割合が減少し、上位10社で23％と、中堅企業（上位11～50社）の総売上のシェアが伸びている現状である。参考として、アメリカは上位5社のシェアで約45％、オランダは同じく70％と寡占化が進んでいる。（平成28年内閣府規制改革会議農業WG資料より）
日本は、他国と比べ大手企業による寡占化が緩やかで、地方スーパー等、中規模なチェーン店が全国に数多く存在することが特色である。こうした背景を踏まえると、量販店は卸売市場からの仕入割合が高いことからも明らかなように、取引上公正かつ個別の細かな対応ができる卸売市場の流通システムへの期待が高いものと考えられる。
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[bookmark: _Ref48169945]図 13　スーパーマーケット業界内の総売上高シェア割合の推移
出典：一般社団法人全国スーパーマーケット協会「2019年度スーパーマーケット白書」

消費者からみた市場の公益性
消費者からみた食料品の購入先割合について、生鮮野菜・果物・魚介類ともに、スーパーでの購入割合が60～70％程度と半数を示しており、消費者にとって食料品の調達先はスーパーが主たる役割を果たしている。その小売業の商品調達先は、卸売市場を経由している商品が8割を超えている状況である。このことから、消費者の主な食品の購入先はスーパーで、そのスーパーに供給しているのは卸売市場であるという構図がみられ、家庭での食卓を支えているのは卸売市場を経由した食材であると言える。
また、ECサイトによる通信販売が増加している傾向にあるが、食料支出割合でみると全体の2～3％程度に過ぎず、その範囲は贅沢品や一部の加工品にとどまっていると推察される。購入者が定期的に注文したい商品はECサイトでの注文が成り立つ（注文から配達まで数日）が、即時に欲しい商品は購入することができないため、限定的な利用となっている。
市場外流通として、直売所の台頭が食品流通全体では顕著になってきているが、大阪府は全国の都道府県の中でも人口一人当たりの農産物直売所での年間購入金額が低いという特徴がある。これは、需給のバランスを考えた際に、大阪府は生産量が低く人口が多いことから、大阪府の食料の安定供給を考える際には、産地から集荷して、実需者に分荷して消費者に届けるという、まさに卸売市場の基本機能が必要不可欠だということを示している。この点が、大消費地である大阪府にとって、卸売市場の公益性を示す大きな要因の一つである。
また、市場外流通が伸長している一旦として、契約取引による産地とスーパーの直接取引がある。背景としては産地が大型化してきており、価格交渉力や物流効率化を図れることが要因であり、スーパー側も物流コストを下げられるというメリットがある。
ただし、スーパーにとってみれば、この構造が成り立つのは一部の取扱量の多い商品のみであって、（スーパーの規模にもよるが）数百点の生鮮品を扱う店舗において、商品ごと時期により産地リレーされる青果や、日々水揚げ量・品目が変わる水産物の商品すべてを直接取引することはスーパーの商品発注業務を考えると困難である。
一方、そのような数百点の商品でも卸売市場であれば数社の仲卸（あるいは買参権による仕入れ）を介して商品を品ぞろえできることは魅力であり、直接取引による市場外取引の増加は産地が大型化することで一定数増えていく可能性があるが、食品流通において卸売市場に集荷分荷機能がある限りは、必要規模の大小は考慮するとしても、卸売市場の必要性は高いと考える。


産地側から見た市場の公益性
ア）青果の流通実態に沿った考察
産地が大型化している傾向にあることは前述したが、生産者数との兼ね合いでみると、販売金額2,000万円を切る小規模な経営体が、販売農家及び組織経営体数で74%と未だ大半を占めている状況である。小規模な生産者にとっては、直接契約するにも荷を集められないことから物流経費が割負けしてしまうため、自ら出荷できる直売所で販売する、あるいは近隣の農協に出荷し、市場流通に載せるというのが未だ一般的である。生産者にとって直売が成り立つのは直接直売所に持ち込める場合であって、図 14に示す取引総数極小化の原理を考えても、生産者が小規模で、スーパーも寡占化しておらず、少量多品目で産地リレーしながら生産する日本の農産物の生産体系にとって、卸売市場というのは効率的に商品を流通させ、かつコスト縮減により生産者の所得を守る上でも必要不可欠である。
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[bookmark: _Ref48168091]図 14　取引総数極小化の原理
出典：平成28年度第2回生鮮取引電子化セミナー講演録
東京農業大学名誉教授　藤島廣二


イ）水産物の流通実態に沿った考察
水産物の流通実態を考える際に、青果物とは異なり鮮魚の場合は出荷計画が立てにくく、漁獲量によってその日の出荷量が大きく左右することに留意が必要である。また、鮮魚の場合は鮮度が品質・価格に大きく反映されるため、保存性がないことも特徴でありその日に販売することが前提となっている。
その中で、市場法改正においても受託拒否の禁止は継続して残したルールであり、大漁になってしまい行き場のない鮮魚の買い手として、卸売市場の機能は重要な役割を担っている。
このルールは生産者を守るルールであり、青果物の小規模生産者を守ることも含め、生産力の低い大阪府にとっても、産地を守ることで国内自給率の維持・拡大につなげることは、翻って大阪府内への食の安定供給につながり、卸売市場の公益性を示す一つの要因である。

地域における市場の公益性
卸売市場には地域の食関連の産業を守る観点でも公益性があると考える。卸売市場は必要とする人々全員に開かれた取引システムであり、できる限り高く売りたい卸売業者と、できる限り安く良い品質の商品を仕入れたい仲卸業者による価格形成機能により成り立っている。その関係性において、小売における寡占化を防止し、自由競争を確保している側面がある。地域の食関連の企業にとってみれば、買参権があれば卸売業者から直接仕入れができ、たとえ買参権がなくても仲卸から購入することができ、誰でも商品を卸してもらえるという機能は卸売市場にしかない機能である。
卸売市場がなく、市場外流通を掌る商社等の中間事業者が独占的に価格決定権を持ってしまった場合は資本のある大手企業が独占化してしまう恐れがあり、地域の外食産業や食品加工・製造産業等の中小企業が淘汰され、大阪の多様な食文化を守ることも難しくなってくる。
また、大阪府は、地震などの広域かつ大規模な災害が発生した際、被災した府民のために非常用食料等の必要な物資の備蓄及びそれら物資の集配機能などを有する「大阪府広域防災拠点」を府内に3ヶ所（北部・中部・南部）設けている。
現時点では、南海トラフ地震を想定した十分な物資の備蓄はなされているものの、近年の自然災害の増加に加え、新型コロナウイルス感染症対策といった新たな危機管理事象が発生する中、マスクや防護服、消毒液等の備蓄品目の増加とともに、物資の収集・保管の必要性からも、今後、新たな広域防災拠点の整備も視野に入れるべきと考える。
本市場は、大阪府の公有財産であって、20haを超す広大な敷地面積を有しており、交通の要所に立地していることもあり、広域防災拠点としての機能を果たすだけの十分な素養を持ち合わせており、卸売市場の敷地や施設を活かすことで、府民の災害対策として貢献するという公共施設としての公益性も、今後検討していくべきと思われる。
[bookmark: _GoBack]
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